別　紙

新旧対照表（公益財団法人千葉市スポーツ振興財団稲毛ヨットハーバー管理規程）
	　　　改　正　前（旧）
	改　正　後（平成27年4月1日施行）

	第1章　総則　第1条～第5条　略
第２章　ヨットハーバーの施設利用
（利用の許可）

第６条　ヨットハーバーの施設を利用しようとする者は、理事長の許可を受けなければならない。

２　理事長は、ヨットハーバーの管理運営上必要があると認めるときは、前項の規定による利用の許可に条件を付することができる。
（利用の許可の期間）

第７条　前条第１項の規定による利用の許可の期間は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）艇陸置場、係留用浮桟橋及び船具ロッカー　１年間を限度とし、年度を越えないものとする。
　（２）前号に掲げる施設以外のヨットハーバーの施設　１日又は１回を限度とする
（利用許可申請書）
第８条　第６条第１項の規定により次の各号に掲げるヨットハーバーの施設を利用しようとする者は、それぞれ当該各号に定める利用許可申請書を理事長に提出しなければならない。
（１）艇陸置場又は係留用浮桟橋　千葉市稲毛ヨットハーバー艇陸置場・係留用浮桟橋利用許可申請書（様式第１号）
（２）船具ロッカー　千葉市稲毛ヨットハーバー船具ロッカー利用許可申請書（様式第２号）
　（３）揚降機　千葉市稲毛ヨットハーバー揚降機利用許可申請書（様式第３号）
　（４）修理庫　千葉市稲毛ヨットハーバー修理庫利用許可申請書（様式第４号）
　（５）貸ヨット　千葉市稲毛ヨットハーバー貸ヨット利用許可申請書(様式第５号)
　（６）会議室　千葉市稲毛ヨットハーバー会議室
利用許可申請書（様式第６号）
（７）艇庫（艇保管）　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫（艇保管）利用許可申請書（様式第７号）
（８）艇庫・船具ロッカー室　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫・船具ロッカー室利用許可申請書（様式第８号）
２　前項の規定による利用許可申請書の提出は、当該施設を利用しようとする日又は当該施設の利用を開始しようとする日（貸ヨットを利用しようとする場合にあっては、利用しようとする日の７日前から利用しようとする日までの間）に行わなければならない。
（利用許可書）
第９条　理事長は、前条の規定による申請について第６条第１項の規定による許可をしたときは、当該申請をした者に対して次の各号に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める許可書等を交付する。
（１）艇陸置場又は係留用浮桟橋　千葉市稲毛ヨットハーバー艇陸置場・係留用浮桟橋利用許可書（様式第９号）及び千葉市稲毛ヨットハーバーステッカー（様式第１０号）
　（２）船具ロッカー　千葉市稲毛ヨットハーバー船具ロッカー利用許可書（様式第１１号）
　（３）揚降機　千葉市稲毛ヨットハーバー揚降機利用許可書（様式第１２号）
　（４）修理庫　千葉市稲毛ヨットハーバー修理庫利用許可書（様式第１３号）
　（５）貸ヨット　千葉市稲毛ヨットハーバー貸ヨット利用許可書(様式第１４号)
　（６）会議室　千葉市稲毛ヨットハーバー会議室利用許可書（様式第１５号）
　（７）艇庫（艇保管）　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫（艇保管）利用許可書（様式第１６号）
　（８）艇庫・船具ロッカー室　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫・船具ロッカー室利用許可書（様式第１７号）
（利用の不許可）
第１０条　理事長は、次の各号の一に該当するときは、ヨットハーバーの施設の利用を許可しない。
　（１）公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。
　（２）施設又は備品を破損し、又は滅失するおそれがあると認められるとき。
　（３）その他ヨットハーバーの管理運営上支障があると認められるとき。
（利用の制限等）
第１１条　理事長は、第６条第１項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が次の各号の一に該当すると認めたときは、ヨットハーバーの施設の利用を制限し、若しくは停止し、又はその利用の許可を取り消すことができる。
　（１）この規程に違反したとき。
　（２）偽りその他不正の手段により利用の許可を受けた事実が明らかになったとき。
　（３）前条第１号又は第２号に規定する利用不許可の事由が発生したとき。
　（４）その他ヨットハーバーの管理運営上支障があると認めたとき。
（利用料）
第１２条　利用者は、別表に定める利用料を納入しなければならない。
２　前項に規定する利用料は、前納とする。ただし、理事長が特に必要があると認めたときは、この限りでない。
第１３条　略
（利用料の還付）
第１４条　既に納付した利用料は、還付しない。ただし、理事長が特に必要があると認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。
２　前項ただし書の規定により還付する利用料の額は、次の各号に掲げる区分に応じそれぞれ当該各号に掲げるとおりとする。
（１）災害その他利用者の責に帰することができない理由により利用開始前に利用不能となった時。　全額
（２）その他理事長が特別の理由があると認めたとき。　理事長が認める額
３　利用料の還付を受けようとする者は、千葉市稲毛ヨットハーバー利用料還付申請書（様式第１９号）に利用料を納付したことを証する書類その他必要な書類を添えて理事長に提出しなければならない。
（遵守事項）
第１５条　利用者は、係員の指示に従うとともに、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
　（１）利用を許可された施設以外の施設を利用しないこと。
　（２）所定の場所以外に貼り紙等をし、又は釘類等を打たないこと。
（３）財団の許可を受けずにガソリン、シンナー、プロパンガスその他の危険物を蔵置しない。
　（４）施設の使用後は、速やかに清掃を行い、現状に復し、係員の検査を受けること。
　（５）その他ヨットハーバーの管理運営上支障のある行為をしないこと。
（利用権の譲渡等の禁止）
第１６条　利用者は、利用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。
第３章　帆走　第17条～第23条　略
第４章　雑則
（損害賠償）
第２４条　ヨットハーバーの利用者は、故意又は過失により財団又は第三者に損害を与えたときは、直ちにその旨財団に届け出るとともに、それを賠償する責を負わなければならない。
２　財団は、天災その他やむを得ない事由又は第三者の行為により利用者に生じた損害の賠償については、一切その責を負わないものとする。

第25条～第28条及び付則　略

	第1章　総則　第1条～第5条　略
第２章　ヨットハーバーの施設利用
（利用の許可）

第６条　ヨットハーバーの施設を利用しようとする者は、理事長の許可を受けなければならない。

２　理事長は、ヨットハーバーの管理運営上必要があると認めるときは、前項の規定による利用の許可に条件を付することができる。
（利用の許可の期間）

第７条　前条第１項の規定による利用の許可の期間は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）艇陸置場、艇係留場（浮桟橋・岸壁）及び船具ロッカー、艇庫、ボード・セール保管ラック、その他艇庫等面積貸利用施設　１年間を限度とし、年度を越えないものとする。
　（２）前号に掲げる施設以外のヨットハーバーの施設　１日又は１回を限度とする。
（利用許可申請書）
第８条　第６条第１項の規定により次の各号に掲げるヨットハーバーの施設を利用しようとする者は、それぞれ当該各号に定める利用許可申請書を理事長に提出しなければならない。
（１）艇陸置場　千葉市稲毛ヨットハーバー艇陸置場利用許可申請書（様式第１号）
（２）艇係留場（浮桟橋又は岸壁）　千葉市稲毛ヨットハーバー艇係留場利用許可申請書（様式第２号）
（３）船具ロッカー　千葉市稲毛ヨットハーバー船具ロッカー利用許可申請書（様式第３号）
　（４）揚降機　千葉市稲毛ヨットハーバー揚降機利用許可申請書（様式第４号）
　（５）修理庫　千葉市稲毛ヨットハーバー修理庫利用許可申請書（様式第５号）
　（６）貸ヨット　千葉市稲毛ヨットハーバー貸ヨット利用許可申請書(様式第６号)
　（７）会議室　千葉市稲毛ヨットハーバー会議室
利用許可申請書（様式第７号）
　（８）艇庫（艇保管）　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫（艇保管）利用許可申請書（様式第８号）

　（９）艇庫・船具ロッカー室　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫・船具ロッカー室利用許可申請書（様式第９号）
　（１０）ボード・セール保管ラック　千葉市稲毛ヨットハーバーボード・セール保管ラック利用許可申請書（様式第１０号）
２　前項の規定による利用許可申請書の提出は、当該施設利用日又は当該施設利用開始日の1ヶ月前から利用日までの間に行わなければならない。
３　ヨットハーバー施設を利用するものは利用許可申請時において、本管理規程及び利用許可申請書に記載の事項について遵守するものとする。
（利用許可書）
第９条　理事長は、前条の規定による申請について第６条第１項の規定による許可をしたときは、当該申請をした者に対して次の各号に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める許可書等を交付する。
（１）艇陸置場　千葉市稲毛ヨットハーバー艇陸置場利用許可書（様式第１１号）及び千葉市稲毛ヨットハーバーステッカー（様式第１２号）
　（２）艇係留場（浮桟橋又は岸壁）　千葉市稲毛ヨットハーバー艇係留場利用許可書（様式第１３号）
（３）船具ロッカー　千葉市稲毛ヨットハーバー船具ロッカー利用許可書（様式第１４号）
　（４）揚降機　千葉市稲毛ヨットハーバー揚降機利用許可書（様式第１５号）
　（５）修理庫　千葉市稲毛ヨットハーバー修理庫利用許可書（様式第１６号）
　（６）貸ヨット　千葉市稲毛ヨットハーバー貸ヨット利用許可書(様式第１７号)
　（７）会議室　千葉市稲毛ヨットハーバー会議室利用許可書（様式第１８号）
　（８）艇庫（艇保管）　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫（艇保管）利用許可書（様式第１９号）
　（９）艇庫・船具ロッカー室　千葉市稲毛ヨットハーバー艇庫・船具ロッカー室利用許可書（様式第２０号）
（１０）ボード・セール保管ラック　千葉市稲毛ヨットハーバーボード・セール保管ラック利用許可書（様式第２１号）
（利用の不許可）

第１０条　理事長は、次の各号の一に該当するときは、ヨットハーバーの施設の利用を許可しない。
（１）公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。
（２）施設又は備品を破損し、又は滅失するおそれがあると認められるとき。
（３）暴力団、暴力団員、暴力団関係企業又はその関係者、その他反社会勢力であると認められたとき。
（４）その他ヨットハーバーの管理運営上支障があると認められるとき。
（利用の制限等）
第１１条　理事長は、第６条第１項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が次の各号の一に該当すると認めたときは、ヨットハーバーの施設の利用を制限し、若しくは停止し、又はその利用の許可を取り消すことができる。
（１）この規程に違反したとき。又は、当財団が定めた規則を遵守しないとき。
（２）偽りその他不正の手段により利用の許可を受けた事実が明らかになったとき。
（３）前条第１号又は第２号に規定する利用不許可の事由が発生したとき。
（４）その他ヨットハーバーの管理運営上支障があると認めたとき。
２　第８条の申請が上記事由によって許可が取り消された場合、該当者に対し速やかな艇及び物品の撤収を催促する。
３　理事長は前項の催促実施後、該当者から何らかの意思表示がないまま許可取消日から３ヶ月を経過した時は当該保管物を移動し処分することができる。なお、処分費用が発生した場合は、これを該当者に請求できるものとする。

（利用料）
第１２条　利用者は、別表に定める利用料（消費税込）を納入しなければならない。
２　前項に規定する利用料は、前納（一括）とする。ただし、3ヶ月以上の利用許可期間が発生する申請について、納入期限日は利用開始日の翌月末日とする。
３　利用料を納入期限日までに納めない場合、当該施設に艇及び物品を放置・占用している者に対し、速やかに利用料の支払督促を行なうものとする。
４　前項該当者へ納入期限日翌日を起算日とし、年利5％の遅延損害金を通常料金に付加した額を請求する。
５　理事長は督促実施後、該当者から納付がないまま納入期限日から３ヶ月を経過した時は直ちに利用許可取消しとする。又、当該保管物を移動し処分（売却含）することができ、売却した場合は未払分と相殺する。なお処分に至るまでに発生した料金（損害金及び処分費用）を該当者に請求できるものとする。
第１３条　略
（利用料の還付）
第１４条　理事長は、下記事由が発生したとき、その全部又は一部を還付することができる。
（１）災害その他利用者の責に帰することができない理由により利用開始前に利用不能となった時。　全額
（２）その他理事長が特別の理由があると認めたとき。　理事長が認める額
（３）利用者が、許可期間途中で利用を取りやめるとき。　利用許可取消日から利用期間満了日までの金額を、別表利用料金表の区分（1ヶ月及び1日）に応じ積算した額
２　利用料の還付を受けようとする者は、千葉市稲毛ヨットハーバー利用料還付申請書（様式第２３号）に利用料を納付したことを証する書類その他必要な書類を添えて理事長に提出しなければならない。
旧規程第15条は削除
（利用権の譲渡等の禁止）
第１５条　利用者は、利用の権利を譲渡、又は転貸してはならない。
第３章　帆走　第16条～第22条　略
第４章　雑則
（損害賠償）
第２３条　ヨットハーバーの利用者は、故意又は過失により財団又は第三者に損害を与えたときは、直ちにその旨財団に届け出るとともに、それを賠償する責を負わなければならない。
２　財団は、天災その他やむを得ない事由又は第三者の行為により利用者に生じた損害の賠償については、一切その責を負わないものとする。
第24条～第27条及び付則　略
別表（第１２条関係）



※本新旧対照表は、利用許可申請手続に関連条項を表示しています。
※別表（第１２条関係）は利用料金表となります。
